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不登校児童生徒を対象としたカリキュラム・マネジメント






























































2）文部科学省（2017），小学校学習指導要領平成29年 3 月告示第 1章第 1の 4，同様に中学校学習指導要領平成
29年告示第 1章第 1の 4
不登校児童生徒を対象としたカリキュラム・マネジメント
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4 . 2 　龍ケ崎市教育センター
本研究において，龍ケ崎市教育センターの協力を仰いだ21）。龍ケ崎市教育センターは，
文科省の「不登校への対応の在り方について（通知）」（2003）よりも10年早い，1993年
















電話相談 来所相談 家庭訪問 学校訪問 他機関 合計
不登校 467 903 151 250 0 1771
集団不適応 4 74 0 30 0 108
対人・行動 24 26 0 2 0 52
いじめ 7 29 0 0 0 36
進路 3 40 0 0 0 43
その他 10 77 0 6 0 93
小計 515 1149 151 288 0 2103
特別支援教育 23 158 0 81 0 262
就学相談 175 61 0 61 5 302
小計 198 219 0 142 5 564
合計 713 1368 151 430 5 2667
上記のことからも龍ケ崎市教育センターは，不登校児童生徒に対する支援の実績は十
分と言えよう。次に，同教育センターで行われている適応指導教室のカリキュラムにつ






















9：15～ 9 ：30 通所
規則正しい生活の確立 健康・心理状態の確認
◯
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は人的資源や予算措置とも関連しており，それが保障されない限りは，一人一人の状況
を把握することは非常に困難である。
第二の課題は，第一の課題を踏まえ，つまり人的資源の確保である。龍ケ崎市教育セ
ンターは，相談員という外部の人的資源を活用し，通級児童生徒に対して大きな効果
を上げている。学校現場でこれと同等の支援を求めることは難しいのは当然のことで
あるが，教育支援センターに限っても，職員数の全国平均は 1施設あたり常勤が0.8人，
非常勤が4.1人という状況であり28），これに比べ，龍ケ崎市教育センターは常勤が 3人
（所長，指導主事，事務職員），非常勤が 9人（相談員）と，全国的にも恵まれた環境で
あることがわかる。人的資源の確保とそれに関連する予算措置は，各行政区による状況
に左右される。しかしながら，不登校児童生徒の「社会的自立」を達成するには，人的
資源の確保は避けられない課題である。
第三は，広域的な連携支援体制の構築である。教科横断カリキュラムは不登校児童生
徒にとって社会的自立を促す内容となっていることは先にも述べた通りである。龍ケ崎
市教育センターの事例からもわかる通り，教科横断的カリキュラムの実践には拠点とな
る教育支援センター内での活動にとどまらない。しかしこれは各学校で独自に開発され
るカリキュラムではなく，教育センターという拠点があって初めてなし得るカリキュラ
ムと言える。教育支援センターと拠点として，学校同士の横の連携も図りながら，教科
横断的カリキュラムを構築していく必要があろう。
以上，教育支援センターの事例をもとに，不登校児童生徒を対象としたカリキュラ
ム・マネジメントの課題について考察してきた。不登校児童生徒数は2012年度から増加
傾向にある29）。それに対し，教育支援センター設置率は60％にとどまっている。教育支
援センターの支援方法は必ずしも通級指導だけに限らない。教育支援センターの設置推
進はもとより，センターのカリキュラム・マネジメントは早急に構築していかなければ
ならない課題である。その上で，学校現場でも汎用性のある不登校児童生徒を対象とし
たカリキュラムもまた早急にマネジメントしていかなければならない課題である。
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